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【県内経済の動向の変遷】

６月 ７月

　― 　―

生産は、緩やかに持ち直している。 生産は、緩やかに持ち直している。

輸出は、持ち直している。
輸入は、緩やかに増加している。

輸出は、持ち直している。
輸入は、増加が緩やかになっている。

２６年度の設備投資は、製造業、非製造業ともに前
年度を上回る見通しとなっている。

２６年度の設備投資は、製造業、非製造業ともに前
年度を上回る見通しとなっている。

企業の業況判断は、消費税率引上げに伴う駆け込み
需要の反動により足元では低下しているものの、先
行きについては改善する見通しとなっている。

企業の業況判断は、消費税率引上げに伴う駆け込み
需要の反動により足元では低下しているものの、先
行きについては改善する見通しとなっている。

倒産件数は、低水準で推移している。 倒産件数は、低水準で推移している。

消費は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動
がみられるものの、底堅く推移している。

　　小売業販売額*1　 4月　前年同月比 ▲9.3％
　　スーパー販売額　 4月      同　　 ▲5.9％
　　新車登録台数　　 5月      同       5.2％
　　旅行業取扱額*2　 4月      同     ▲5.6％

　　*1は九州・沖縄　　*2は九州

消費は、一部に弱さが残るものの、持ち直しの動き
がみられる。

　　小売業販売額*1　 5月　前年同月比 ▲7.0％
　　スーパー販売額　 5月      同　　 　0.4％
　　新車登録台数　　 6月      同       1.6％
　　旅行業取扱額*2　 5月      同     　1.3％

　　*1は九州・沖縄　　*2は九州

雇用情勢は、厳しさが残るものの、着実に改善して
いる。

雇用情勢は、厳しさが残るものの、着実に改善して
いる。

新設住宅着工は、消費税率引上げの影響による振れ
を伴いつつも、底堅く推移している。

新設住宅着工は、このところ弱めの動きとなってい
る。

公共工事請負額（年度累計）は、前年度を上回って
いる。

公共工事請負額（年度累計）は、前年度を上回って
いる。

消費者物価（生鮮食品を除く総合）は、緩やかに上
昇している。企業物価は、このところ緩やかに上昇
している。

消費者物価（生鮮食品を除く総合）は、緩やかに上
昇している。企業物価は、このところ緩やかに上昇
している。

4月の金融機関の貸出金残高は、前年を上回った。 5月の金融機関の貸出金残高は、前年を上回った。

株式相場（日経平均株価）は、このところ14,900
～15,300 円台で推移している。
対米ドル円相場は、このところ101～102円台で
推移している。
長期金利は、このところ0.5～0.6%台で推移してい
る。

株式相場（日経平均株価）は、このところ15,200
～15,500 円台で推移している。
対米ドル円相場は、このところ101円台で
推移している。
長期金利は、このところ0.5%台で推移している。
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8月 9月

　福岡県の景気は、消費税率引上げに伴う駆け込み
需要の反動がみられるものの、着実に持ち直してい

る。
　県内経済の先行きについては、各種政策効果が発
現するなかで、消費税率引上げに伴う駆け込み需要
の反動の影響が薄れ、景気回復へ向かうことが期待
される。ただし、海外景気の下振れリスクには引き

続き留意する必要がある。

　―

生産は、緩やかに持ち直している。 生産は、横ばいとなっている。

輸出は、横ばいとなっている。
輸入は、増加が緩やかになっている。

輸出は、横ばいとなっている。
輸入は、増加が緩やかになっている。

２６年度の設備投資は、製造業、非製造業ともに前
年度を上回る見通しとなっている。

２６年度の設備投資は、製造業、非製造業ともに前
年度を上回る見通しとなっている。

企業の業況判断は、消費税率引上げに伴う駆け込み
需要の反動により低下しているものの、先行きにつ
いては改善する見通しとなっている。

企業の業況判断は、慎重となっているものの、先行
きは改善する見通しとなっている。

倒産件数は、低水準で推移している。 倒産件数は、低水準で推移している。

消費は、一部に弱さが残るものの、持ち直しの動き
がみられる。

　　小売業販売額*1　 6月　前年同月比 ▲4.6％
　　スーパー販売額　 6月      同　　 ▲2.0％
　　新車登録台数　　 7月      同     ▲0.7％
　　旅行業取扱額*2　 7月      同     　0.5％

　　*1は九州・沖縄　　*2は九州

消費は、一部に弱さが残るものの、持ち直しの動き
がみられる。

　　小売業販売額*1　 7月　前年同月比 ▲4.2％
　　スーパー販売額　 7月      同　　 ▲0.7％
　　新車登録台数　　 8月      同     ▲8.8％
　　旅行業取扱額*2　 7月      同     　0.5％

　　*1は九州・沖縄　　*2は九州

雇用情勢は、一部に厳しさがみられるものの、着実
に改善している。

雇用情勢は、一部に厳しさがみられるものの、着実
に改善している。

新設住宅着工は、このところ弱めの動きとなってい
る。

新設住宅着工は、このところ弱めの動きとなってい
る。

公共工事請負額（年度累計）は、前年度を上回って
いる。

公共工事請負額（年度累計）は、前年度を上回って
いる。

消費者物価（生鮮食品を除く総合）、企業物価は、
ともに緩やかに上昇している。

消費者物価（生鮮食品を除く総合）は、緩やかに上
昇している。企業物価は、このところ上昇テンポが
鈍化している。

7月の金融機関の貸出金残高は、前年を上回った。 7月の金融機関の貸出金残高は、前年を上回った。

株式相場（日経平均株価）は、このところ15,400
～15,700 円台で推移している。
対米ドル円相場は、このところ103～104円台で
推移している。
長期金利は、このところ0.4～0.5%台で推移してい
る。

株式相場（日経平均株価）は、このところ15,800
～16,300 円台で推移している。
対米ドル円相場は、このところ106～109円台で
推移している。
長期金利は、このところ0.5%台で推移している。

貿 易
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企 業 景 況

雇 用
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 106.3 ▲ 1.1 ７～９月 108.7 3.6

８月 103.5 ▲ 2.6 10～12月 106.9 ▲ 1.7

９月 104.2 0.7 １～３月 104.1 ▲ 2.6

10月 100.9 ▲ 3.2 ４～６月 105.0 0.9

11月 102.1 1.2 ７～９月 104.7 ▲ 0.3

12月 103.2 1.1 10～12月 102.1 ▲ 2.5

１月 108.4 5.0 １～３月 110.3 8.0

２月 110.4 1.8 ４～６月 105.4 ▲ 4.4

３月 112.0 1.4 （平成22年=100）

４月 102.6 ▲ 8.4 指数 前年比

５月 107.2 4.5 平成２３年(2011) 101.7 1.7

６月 106.3 ▲ 0.8 平成２４年(2012) 107.2 5.4

７月 99.4 ▲ 6.5 平成２５年(2013) 103.9 ▲ 3.1

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」

※月及び四半期は季節調整済指数，年は原指数による。前月比，前期比及び前年比は増減率（％）。

※平成26年以降は年間補正前の数値である。

　(以下出荷、在庫及び業種別についても同様)。

平成２４年
(2012)

平成２５年
（2013）

平成２６年
(2014)

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)
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120.0

平成24年 平成25年 平成26年

指
数

鉱工業生産指数の推移

（季節調整済指数）

福岡県 全国

平成22年＝100

１ 鉱工業生産指数（総合）（２０１４年７月）
（１）前月比：２か月連続のマイナス
（２）業種別の前月比（寄与度順）

プ ラ ス：化学工業
マイナス：輸送機械工業、食料品・たばこ工業、鉄鋼業
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 108.1 0.7 ７～９月 109.3 2.4

８月 104.8 ▲ 3.1 10～12月 108.6 ▲ 0.6

９月 106.2 1.3 １～３月 104.5 ▲ 3.8

10月 101.4 ▲ 4.5 ４～６月 106.4 1.8

11月 103.3 1.9 ７～９月 106.4 0.0

12月 105.3 1.9 10～12月 103.3 ▲ 2.9

１月 109.7 4.2 １～３月 111.6 8.0

２月 112.5 2.6 ４～６月 105.5 ▲ 5.5

３月 112.7 0.2 （平成22年=100）

４月 101.8 ▲ 9.7 指数 前年比

５月 109.1 7.2 平成２３年(2011) 102.8 2.8

６月 105.5 ▲ 3.3 平成２４年(2012) 108.6 5.6

７月 100.2 ▲ 5.0 平成２５年(2013) 105.1 ▲ 3.2

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」

平成２４年
(2012)

平成２５年
（2013）

平成２６年
(2014)

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)
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95.0

100.0
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120.0

平成24年 平成25年 平成26年

指
数

鉱工業出荷指数の推移
（季節調整済指数）

福岡県 全国

平成22年＝100

２ 鉱工業出荷指数（総合） （２０１４年７月）

（１）前月比：２か月連続のマイナス
（２）業種別の前月比（寄与度順）

マイナス：輸送機械工業、食料品・たばこ工業、鉄鋼業、化学工業
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 138.2 4.2 ７～９月 135.6 3.0

８月 141.8 2.6 10～12月 132.2 ▲ 2.5

９月 148.1 4.4 １～３月 133.4 0.9

10月 150.5 1.6 ４～６月 132.6 ▲ 0.6

11月 153.0 1.7 ７～９月 148.1 11.7

12月 155.9 1.9 10～12月 155.9 5.3

１月 138.3 ▲ 11.3 １～３月 125.9 ▲ 19.2

２月 136.0 ▲ 1.7 ４～６月 146.6 16.4

３月 125.9 ▲ 7.4 （平成22年=100）

４月 132.8 5.5 指数 前年比

５月 136.6 2.9 平成２３年(2011) 120.8 9.8

６月 146.6 7.3 平成２４年(2012) 130.6 8.1

７月 142.3 ▲ 2.9 平成２５年(2013) 156.4 19.8

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」

※四半期・年の数値は期末値。

平成２４年
(2012)

平成２５年
（2013）

平成２６年
(2014)

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)
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鉱工業在庫指数の推移
（季節調整済指数）

福岡県 全国

平成22年＝100

３ 鉱工業在庫指数（総合）（２０１４年７月）
（１）前月比：４か月ぶりのマイナス

（２）業種別の前月比（寄与度順）
プ ラ ス：化学工業、輸送機械工業、鉄鋼業
マイナス：食料品・たばこ工業
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 86.0 ▲ 5.5 ７～９月 91.0 ▲ 2.0

８月 87.0 1.2 10～12月 84.1 ▲ 7.6

９月 89.6 3.0 １～３月 88.4 5.1

10月 88.6 ▲ 1.1 ４～６月 88.9 0.6

11月 92.5 4.4 ７～９月 87.5 ▲ 1.6

12月 95.4 3.1 10～12月 92.2 5.4

１月 87.9 ▲ 7.9 １～３月 83.3 ▲ 9.7

２月 77.8 ▲ 11.5 ４～６月 93.2 11.9

３月 84.2 8.2 （平成22年=100）

４月 86.2 2.4 指数 前年比

５月 97.0 12.5 平成２３年(2011) 96.8 ▲ 3.2

６月 96.5 ▲ 0.5 平成２４年(2012) 91.0 ▲ 6.0

７月 93.5 ▲ 3.1 平成２５年(2013) 89.1 ▲ 2.1

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 124.1 1.2 ７～９月 132.7 9.9

８月 121.4 ▲ 2.2 10～12月 127.0 ▲ 4.3

９月 121.5 0.1 １～３月 124.2 ▲ 2.2

10月 111.8 ▲ 8.0 ４～６月 118.8 ▲ 4.3

11月 113.6 1.6 ７～９月 122.3 2.9

12月 115.4 1.6 10～12月 113.6 ▲ 7.1

１月 136.7 18.5 １～３月 137.5 21.0

２月 137.1 0.3 ４～６月 115.1 ▲ 16.3

３月 138.7 1.2 （平成22年=100）

４月 111.2 ▲ 19.8 指数 前年比

５月 121.6 9.4 平成２３年(2011) 109.7 9.7

６月 112.6 ▲ 7.4 平成２４年(2012) 126.7 15.5

７月 106.5 ▲ 5.4 平成２５年(2013) 119.6 ▲ 5.6

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」

平成２４年
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平成２６年
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平成２６年
(2014)
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（季節調整済指数）

福岡県 全国

平成22年＝100

５ 輸送機械工業（２０１４年７月）

（１）前月比：２か月連続のマイナス
マイナスに寄与した主な品目：四輪自動車 等
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生　産

台数 前年同月比 台数 前年同期比

７月 134,304 ▲ 6.7 ７～９月 385,601 12.9

８月 102,345 ▲ 12.9 10～12月 353,891 ▲ 8.4

９月 124,844 0.5 １～３月 335,743 ▲ 10.4

10月 113,372 ▲ 8.4 ４～６月 323,127 ▲ 7.5

11月 106,342 ▲ 11.2 ７～９月 361,493 ▲ 6.3

12月 103,834 ▲ 5.9 10～12月 323,548 ▲ 8.6

１月 116,424 10.6 １～３月 367,508 9.5

２月 123,149 6.1 ４～６月 r 306,337 ▲ 5.2

３月 127,935 11.9

４月 95,854 ▲ 14.5 台数 前年比

５月 98,950 7.0 平成２３年(2011) 1,192,637 4.6

６月 r 111,533 ▲ 5.8 平成２４年(2012) 1,463,300 22.7

７月 p 112,462 ▲ 16.3 平成２５年(2013) r 1,343,911 ▲ 8.2

資料出所：九州経済産業局

※ pは速報値、rは確報値・年間補正値。

平成２４年
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平成２５年
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平成２６年
(2014)

６　四輪自動車生産台数（九州）（２０１４年７月)
　（１）前年同月比：２か月連続のマイナス
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生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 94.5 ▲ 7.3 ７～９月 98.9 2.7

８月 89.2 ▲ 5.6 10～12月 95.8 ▲ 3.1

９月 94.4 5.8 １～３月 97.7 2.0

10月 89.6 ▲ 5.1 ４～６月 98.8 1.1

11月 102.3 14.2 ７～９月 92.7 ▲ 6.2

12月 91.5 ▲ 10.6 10～12月 94.5 1.9

１月 93.3 2.0 １～３月 96.8 2.4

２月 101.3 8.6 ４～６月 92.6 ▲ 4.3

３月 95.7 ▲ 5.5 （平成22年=100）

４月 93.3 ▲ 2.5 指数 前年比

５月 94.6 1.4 平成２３年(2011) 92.4 ▲ 7.6

６月 90.0 ▲ 4.9 平成２４年(2012) 96.2 4.1

７月 92.2 2.4 平成２５年(2013) 95.9 ▲ 0.3

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」
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平成22年＝100

７ 化学工業（２０１４年７月）
（１）前月比：２か月ぶりのプラス

プラスに寄与した主な品目：ビスフェノールＡ 等- 9 -



生　産

（平成22年=100） （平成22年=100）

指数 前月比 指数 前期比

７月 99.4 0.7 ７～９月 98.1 ▲ 2.7

８月 96.5 ▲ 2.9 10～12月 101.8 3.8

９月 94.2 ▲ 2.4 １～３月 99.9 ▲ 1.9

10月 97.4 3.4 ４～６月 97.7 ▲ 2.2

11月 90.9 ▲ 6.7 ７～９月 96.7 ▲ 1.0

12月 89.4 ▲ 1.7 10～12月 92.6 ▲ 4.2

１月 89.7 0.3 １～３月 92.1 ▲ 0.5

２月 93.1 3.8 ４～６月 88.0 ▲ 4.5

３月 93.6 0.5 （平成22年=100）

４月 79.8 ▲ 14.7 指数 前年比

５月 91.5 14.7 平成２３年(2011) 98.3 ▲ 1.7

６月 92.7 1.3 平成２４年(2012) 101.2 3.0

７月 87.8 ▲ 5.3 平成２５年(2013) 96.5 ▲ 4.6

資料出所：福岡県調査統計課「鉱工業指数」
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福岡県 全国

平成22年＝100

８ 食料品・たばこ工業（２０１４年７月）

（１）前月比：３か月ぶりのマイナス
マイナスに寄与した主な品目：ビール、固型カレー、清涼飲料 等
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生　産

使用量(Mwh) 前年同月比 使用量(Mwh) 前年同期比

７月 765,011 1.4 ７～９月 2,212,842 ▲ 1.2

８月 744,376 1.4 10～12月 2,149,068 ▲ 2.2

９月 719,711 ▲ 0.6 １～３月 2,057,984 ▲ 3.3

10月 740,317 1.9 ４～６月 2,109,047 ▲ 5.9

11月 721,276 1.1 ７～９月 2,229,098 0.7

12月 723,732 2.1 10～12月 2,185,325 1.7

１月 699,295 3.1 １～３月 2,114,186 2.7

２月 672,582 2.9 ４～６月 2,192,494 4.0

３月 742,309 2.3

４月 711,045 2.1 使用量(Mwh) 前年比

５月 735,646 7.4 平成２３年(2011) 8,663,026 0.6

６月 745,803 2.5 平成２４年(2012) 8,732,022 0.8

７月 765,023 0.0 平成２５年(2013) 8,581,454 ▲ 1.7

資料出所：九州電力「需要実績」、日本電気事業協会「電力需要実績（確報）」

使用量単位：Ｍwh

平成２６年
（2014）

９　大口電力使用量 （２０１４年７月)
　（１）前年同月比：１０か月連続のプラス

平成２５年
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生　産

(平成22年=100)

所定外労働時間 指数 前年同月比 所定外労働時間 前年比

７月 16.7 104.4 4.4 平成２３年(2011) 15.5 1.2

８月 16.5 103.1 8.5 平成２４年(2012) 15.1 ▲ 7.0

９月 16.6 103.8 13.7 平成２５年(2013) 16.2 7.4

10月 16.7 104.4 11.3

11月 17.2 107.5 17.7 資料出所：

12月 18.9 118.1 24.3   福岡県調査統計課「毎月勤労統計調査 地方調査」

１月 17.6 110.0 30.3 対　　象：製造業、30人以上の事業所

２月 19.1 119.4 24.9 ※前年同月比、前年比はそれぞれの指数比による。

３月 20.0 125.0 26.5 ※指数は、基準年を更新し、平成22年を100と

４月 17.6 110.0 10.0 　している。

５月 16.7 104.4 12.9

６月 16.8 105.0 5.0

７月 17.2 107.5 3.0

１０　所定外労働時間（製造業）（２０１４年７月）
　（１）前年同月比：１７か月連続のプラス

平成２５年
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平成２６年
(2014)
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全国

- 12 -



貿　易

輸出通関実績額 前年同月比 輸出通関実績額 前年同期比

7月 393,855 9.8 7～9月 1,011,757 ▲ 4.1

8月 357,530 13.2 10～12月 942,367 ▲ 6.1

9月 381,347 13.1 1～3月 927,451 ▲ 7.6

10月 364,996 15.5 4～6月 1,063,782 5.9

11月 351,766 21.8 7～9月 1,132,732 12.0

12月 384,043 13.8 10～12月 1,100,805 16.8

1月 298,063 13.1 1～3月 1,044,530 12.6

2月 356,116 19.7 4～6月 1,076,527 1.2

3月 390,350 6.5

4月 358,214 ▲ 1.3 輸出通関実績額 前年比

5月 347,597 10.5 平成23年(2011) 3,884,730 0.2

6月 370,716 ▲ 4.0 平成24年(2012) 3,962,437 2.0

7月 382,379 ▲ 2.9 平成25年(2013) 4,224,769 6.6

資料出所：門司税関、長崎税関「貿易統計」

輸出通関実績額単位：百万円

貿易については、使用可能な最新データを掲載しているが、遡及改訂する場合がある。
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（１）前年同月比：２か月連続のマイナス
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貿　易

（単位：百万円）
実　　績　　額

半導体等
電子部品

7月 393,855 69,700 43,895 105,239 48,277 32,051 28,974 8,560 10,048 91,006
8月 357,530 75,035 45,488 88,144 41,826 29,609 26,370 7,939 12,944 75,663
9月 381,347 80,799 45,131 101,021 44,242 26,119 26,151 8,818 12,236 81,960
10月 364,996 82,419 46,628 92,391 38,812 24,945 22,899 9,244 9,345 84,942
11月 351,766 74,719 45,038 98,008 35,036 27,568 22,546 7,908 10,768 75,213
12月 384,043 71,359 42,824 98,085 47,633 27,974 27,845 9,346 12,628 89,173
1月 298,063 50,557 33,140 74,437 41,803 22,014 24,024 8,348 9,217 67,663
2月 356,116 58,673 34,569 87,603 49,057 26,973 23,800 10,689 7,668 91,654
3月 390,350 75,938 41,106 91,529 54,413 27,830 27,946 10,030 9,496 93,169
4月 358,214 73,345 42,313 91,390 44,439 29,227 22,089 9,024 9,458 79,241
5月



貿　易

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

7月 237,502 16.3 96,247 7.7 44,442 21.0 22,719 8.2 71,451 ▲ 6.6 21,297 ▲ 9.6

8月 213,403 8.8 86,600 5.4 43,078 26.9 23,040 13.0 62,224 7.9 21,507 7.9

9月 230,022 16.9 92,252 15.7 50,373 41.3 20,316 4.3 67,259 14.0 22,394 ▲ 24.0

10月 213,289 17.8 73,797 18.8 49,974 31.8 20,441 8.1 71,071 ▲ 0.3 24,878 28.0

11月 212,749 28.3 77,423 53.7 39,194 8.9 21,108 4.9 55,506 ▲ 9.4 22,179 40.2

12月 225,707 27.2 89,868 62.0 45,815 7.6 22,372 13.0 64,418 ▲ 20.9 29,883 48.0

1月 176,466 12.7 64,708 33.3 38,009 11.6 17,326 ▲ 21.5 50,623 ▲ 0.8 23,320 40.2

2月 208,065 25.2 85,798 59.1 40,889 12.0 22,155 27.8 57,400 6.9 24,684 27.4

3月 238,501 2.5 96,952 21.6 46,845 ▲ 16.8 24,267 ▲ 1.4 57,165 19.5 25,200 7.9

4月 217,452 ▲ 0.6 84,544 8.6 44,127 ▲ 7.6 22,809 18.9 65,473 ▲ 3.9 23,321 16.3

5月 204,461 1.2 77,304 8.6 38,693 ▲ 18.8 22,229 8.2 46,743 ▲ 6.1 30,802 70.5

6月 213,258 ▲ 13.0 83,353 ▲ 3.2 39,314 ▲ 12.7 23,135 ▲ 30.3 57,613 ▲ 8.1 32,421 69.3

7月 234,064 ▲ 1.4 86,466 ▲ 10.2 46,690 5.1 28,051 23.5 54,157 ▲ 24.2 33,622 57.9

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

平成23年(2011) 2,289,953 ▲ 3.0 865,899 ▲ 4.4 513,296 1.2 246,133 ▲ 11.8 749,518 11.4 280,635 8.2

平成24年(2012) 2,288,977 ▲ 0.0 866,300 0.0 487,318 ▲ 5.1 237,321 ▲ 3.6 812,032 8.3 266,819 ▲ 4.9

平成25年(2013) 2,554,030 11.6 933,570 7.8 540,191 10.8 266,927 12.5 725,094 ▲ 10.7 258,789 ▲ 3.0

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

213,258 ▲ 13.0 83,353 ▲ 3.2 39,314 ▲ 12.7 23,135 ▲ 30.3 57,613 ▲ 8.1 32,421 69.3

54,699 ▲ 10.4 18,049 ▲ 14.0 10,160 ▲ 30.5 3,938 ▲ 36.2 5,765 ▲ 4.0 7,899 58.3

34,728 ▲ 18.4 6,745 ▲ 38.0 8,231 ▲ 36.7 3,353 ▲ 31.2 1,650 ▲ 10.6 3,551 18.9

38,963 23.7 28,611 17.7 2,075 110.7 3,749 32.6 30,233 ▲ 22.4 9,778 395.2

22,771 ▲ 29.9 8,313 ▲ 48.5 5,128 ▲ 21.8 2,155 ▲ 2.3 6,105 22.4 2,840 0.3

3,097 ▲ 18.9 1,062 ▲ 37.7 168 ▲ 30.6 90 ▲ 56.9 4,147 9.4 4,659 12.8

17,491 ▲ 4.7 3,714 ▲ 32.5 3,372 ▲ 14.5 1,143 ▲ 44.8 2,747 62.8 501 ▲ 31.8

5,074 ▲ 28.9 1,454 ▲ 29.7 606 ▲ 49.9 1,430 44.1 438 ▲ 28.5 344 ▲ 38.4

11,057 16.1 4,652 20.5 4,734 45.9 1,107 ▲ 31.9 25 ▲ 78.5 39 ▲ 41.0

60,104 ▲ 26.1 17,497 51.1 13,070 ▲ 8.2 9,523 ▲ 44.2 8,152 25.7 6,360 64.5

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

234,064 ▲ 1.4 86,466 ▲ 10.2 46,690 5.1 28,051 23.5 54,157 ▲ 24.2 33,622 57.9

70,012 24.7 22,734 10.1 13,927 43.8 5,116 ▲ 9.0 6,705 ▲ 0.6 7,974 63.9

48,551 22.6 10,572 ▲ 9.1 12,204 52.5 4,069 ▲ 15.2 1,429 ▲ 13.3 4,069 55.6

37,648 5.6 26,965 ▲ 5.5 1,245 ▲ 1.2 5,491 148.2 25,758 ▲ 45.7 9,823 540.7

23,842 ▲ 37.9 10,229 ▲ 44.3 5,301 ▲ 50.0 2,616 46.8 5,011 24.0 3,586 2.4

3,524 ▲ 32.6 1,186 ▲ 46.5 266 ▲ 11.6 134 2.8 4,473 31.6 4,003 ▲ 9.7

16,231 ▲ 17.0 3,829 ▲ 26.0 4,972 25.0 976 ▲ 61.6 3,470 74.5 429 ▲ 28.6

6,856 3.1 1,773 ▲ 20.3 1,306 6.4 851 ▲ 7.0 474 ▲ 9.8 1,118 59.1

10,958 11.3 4,029 ▲ 8.6 5,062 66.5 1,299 ▲ 13.2 27 ▲ 74.8 23 ▲ 69.4

64,994 ▲ 1.6 15,721 7.0 14,611 1.8 11,568 44.2 8,240 14.2 6,666 19.4

資料出所：門司税関、長崎税関「貿易統計」
単位：百万円
貿易については、使用可能な最新データを掲載しているが、遡及改訂する場合がある。
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半 導 体 等
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一 般 機 械

タイヤ・チューブ

鉄 鋼

有 機 化 合 物

精 密 機 器 類

アジア 北 米

自 動 車 等

半 導 体 等
電 子 部 品

西 欧中国 韓国 台湾

総 額

電 気 機 器

平成26年
（2014）

平成25年
（2013）

精 密 機 器 類

そ の 他

一 般 機 械

タイヤ・チューブ

鉄 鋼

有 機 化 合 物

そ の 他

平成26年
（2014）

7月

３ 主要地域別輸出状況（２０１４年７月）

（１）前年同月比

アジア：２か月連続のマイナス

北 米：４か月連続のマイナス

西 欧：１０か月連続のプラス
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貿　易

輸入通関実績額 前年同月比 輸入通関実績額 前年同期比

7月 244,156 10.2 7～9月 607,610 4.1

8月 213,105 7.7 10～12月 593,021 6.8

9月 224,205 19.1 1～3月 617,164 8.3

10月 223,599 4.6 4～6月 667,521 9.2

11月 279,108 50.3 7～9月 681,466 12.2

12月 235,508 21.7 10～12月 738,215 24.5

1月 261,420 18.8 1～3月 700,575 13.5

2月 196,246 13.3 4～6月 700,826 5.0

3月 242,909 8.5

4月 228,897 6.4 輸入通関実績額 前年比

5月 239,950 4.5 平成23年(2011) 2,227,881 13.9

6月 231,979 4.1 平成24年(2012) 2,381,805 6.9

7月 246,778 1.1 平成25年(2013) 2,704,366 13.5

資料出所：門司税関、長崎税関「貿易統計」

輸入通関実績額単位：百万円

貿易については、使用可能な最新データを掲載しているが、遡及改訂する場合がある。

平成26年

平成25年
（2013）

平成24年
（2012）

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000



貿　易

（単位：百万円）
実　　績　　額

半導体等
電子部品

7月 244,156 47,808 21,559 25,289 14,480 28,191 9,812 2,061 1,755 114,760
8月 213,105 40,704 17,701 20,524 12,326 27,433 7,043 1,862 1,638 101,575
9月 224,205 39,663 16,127 21,612 13,078 28,178 10,465 1,481 1,528 108,199
10月 223,599 39,841 14,794 21,915 14,277 27,142 8,289 1,752 1,670 108,712
11月 279,108 40,446 16,328 23,275 15,394 27,007 6,843 1,655 1,370 163,119
12月 235,508 42,030 16,353 29,999 15,720 32,963 8,883 1,387 1,364 103,162
1月 261,420 48,756 19,583 25,590 15,634 33,955 9,010 2,657 1,827 123,990
2月 196,246 36,071 15,931 18,766 12,615 25,788 9,366 1,384 980 91,277
3月 242,909 50,750 24,624 22,821 16,570 31,972 4,209 1,698 1,429 113,460
4月 228,897 40,538 17,753 31,429 14,110 27,035 6,818 1,295 1,181 106,492
5月 239,950 45,098 21,748 31,215 16,590 33,677 7,637 1,338 1,415 102,980
6月 231,979 45,866 20,809 28,582 19,667 22,897 5,465 1,129 1,777 106,597
7月 246,778 45,772 20,281 26,817 19,201 31,868 7,448 2,103 1,545 112,025

（単位：％）
前 年 同 月 比

半導体等
電子部品

7月 10.2 19.1 71.9 19.5 ▲ 31.2 7.0 ▲ 42.1 9.1 54.9 23.6
8月 7.7 ▲ 0.9 ▲ 0.1 1.6 2.0 1.2 26.3 20.3 60.0 13.9
9月 19.1 2.7 14.7 17.9 26.6 89.5 33.2 21.3 67.8 12.6
10月 4.6 ▲ 7.8 ▲ 4.3 ▲ 4.1 32.7 38.1 ▲ 29.6 47.0 47.2 5.3
11月 50.3 6.7 12.1 8.2 37.8 111.4 ▲ 6.8 24.5 23.5 76.2
12月 21.7 28.1 42.6 37.8 45.5 33.4 10.0 24.5 25.0 10.8
1月 18.8 32.7 62.6 ▲ 1.9 20.4 15.7 ▲ 11.2 36.3 27.1 22.2
2月 13.3 22.1 30.4 ▲ 22.5 26.0 23.2 51.1 2.2 ▲ 9.8 14.3
3月 8.5 18.5 37.3 ▲ 19.0 9.5 ▲ 2.2 ▲ 38.4 36.6 28.1 18.4
4月 6.4 12.8 23.4 7.0 25.6 5.3 ▲ 38.2 ▲ 1.2 ▲ 28.5 7.7
5月 4.5 3.4 7.0 ▲ 4.6 4.8 39.0 ▲ 15.0 5.2 ▲ 19.0 1.7
6月 4.1 0.7 5.0 15.1 ▲ 4.5 ▲ 23.3 ▲ 24.9 ▲ 14.8 15.2 16.1
7月 1.1 ▲ 4.3 ▲ 5.9 6.0 32.6 13.0 ▲ 24.1 2.1 ▲ 12.0 ▲ 2.4

（単位：百万円）
実　　績　　額

半導体等
電子部品

平成23年(2011) 2,227,881 376,647 127,695 276,731 135,435 190,035 124,838 15,020 14,260 1,094,916

平成24年(2012) 2,381,805 438,151 161,769 283,556 151,995 271,184 107,980 15,881 12,584 1,100,473

平成25年(2013) 2,704,366 484,675 199,587 308,035 171,063 333,659 101,800 18,651 17,904 1,268,579

（単位：％）
前 年 比

半導体等
電子部品

平成23年(2011) 13.9 1.1 ▲ 12.2 9.1 1.2 96.1 19.7 ▲ 11.9 6.6 13.5
平成24年(2012) 6.9 16.3 26.7 2.5 12.2 42.7 ▲ 13.5 5.7 ▲ 11.7 0.5
平成25年(2013) 13.5 10.6 23.4 8.6 12.5 23.0 ▲ 5.7 17.4 42.3 15.3

資料出所：門司税関、長崎税関「貿易統計」
貿易については、使用可能な最新データを掲載しているが、遡及改訂する場合がある。

食 料 品
及び動物

総　額 電気機器

木 材 その他

履き物

平成26年
（2014）

平成25年
（2013）

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

液化天然
ガ　　ス

液化天然
ガ　　ス

総　額 石 炭

総　額 電気機器
食 料 品
及び動物

一般機械

履き物電気機器
食 料 品
及び動物

一般機械

電気機器

その他
液化天然
ガ　　ス

石 炭 履き物 木 材

木 材履き物 その他石 炭

総　額 一般機械

液化天然
ガ　　ス

一般機械

食 料 品
及び動物

木 材 その他石 炭
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貿　易

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

7月 169,996 12.1 75,847 29.3 26,243 41.9 15,762 2.5 15,671 5.6 17,599 ▲ 16.7

8月 151,287 9.8 67,304 14.5 23,089 13.1 12,295 ▲ 18.4 11,995 3.9 11,577 21.1

9月 155,670 15.9 69,866 17.9 19,820 ▲ 6.5 11,696 ▲ 25.0 13,774 12.3 16,559 78.3

10月 154,366 0.5 71,473 14.3 21,120 ▲ 7.6 13,354 ▲ 32.6 15,214 14.0 11,629 40.2

11月 151,219 9.9 71,091 15.2 20,885 ▲ 2.2 12,313 ▲ 21.9 54,402 340.0 16,053 72.3

12月 168,489 28.5 78,194 41.5 22,718 10.1 12,059 ▲ 22.5 12,151 2.0 9,233 ▲ 39.9

1月 186,416 27.4 92,997 50.2 25,793 13.7 12,903 4.5 14,661 4.1 22,412 92.8

2月 138,844 19.6 56,712 22.2 21,392 8.1 11,597 9.2 12,803 ▲ 4.3 9,520 4.7

3月 174,917 20.0 86,735 31.7 24,959 23.2 13,710 18.0 13,150 ▲ 12.3 11,579 ▲ 28.2

4月 162,007 13.0 75,931 18.6 18,603 ▲ 5.4 13,042 26.3 19,334 25.7 11,304 ▲ 1.2

5月 157,123 0.0 76,478 7.3 20,550 1.3 15,785 26.5 18,784 ▲ 1.7 12,661 16.3

6月 167,646 8.9 77,666 6.8 22,709 15.3 16,532 21.2 18,007 26.1 12,202 5.3

7月 174,717 2.8 80,464 6.1 25,908 ▲ 1.3 16,639 5.6 18,297 16.8 12,558 ▲ 28.6

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

平成23年(2011) 1,558,299 8.2 656,491 7.9 211,299 3.1 142,158 13.7 174,359 8.0 106,508 20.0

平成24年(2012) 1,644,543 5.5 687,705 4.8 251,882 19.2 163,267 14.8 162,696 ▲ 6.7 130,613 22.6

平成25年(2013) 1,813,603 10.3 815,980 18.7 256,235 1.7 148,508 ▲ 9.0 214,443 31.8 153,410 17.5

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

167,646 8.9 77,666 6.8 22,709 15.3 16,532 21.2 18,007 26.1 12,202 5.3

43,035 6.3 22,209 10.6 2,928 ▲ 37.2 7,285 7.6 1,175 ▲ 10.4 1,525 ▲ 50.3

20,061 19.8 9,643 39.0 1,848 ▲ 36.5 6,764 36.0 710 ▲ 20.7 38 ▲ 97.7

11,433 5.3 4,776 9.1 1,075 21.0 185 40.8 8,026 29.5 1,980 30.8

14,873 ▲ 19.1 10,880 ▲ 26.3 1,587 6.7 481 42.6 1,386 197.5 3,240 94.7

7,613 9.9 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

2,741 26.1 475 200.8 0 - 1 全増 0 - 0 -

1,098 ▲ 16.5 965 ▲ 12.0 14 ▲ 23.7 9 ▲ 7.7 1 139.1 18 215.9

579 10.4 354 19.0 5 ▲ 61.9 12 ▲ 15.2 990 48.2 116 ▲ 54.7

86,275 17.8 38,006 18.9 17,100 35.5 8,560 34.2 6,429 14.0 5,323 4.7

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

実績額
前　年
同月比

174,717 2.8 80,464 6.1 25,908 ▲ 1.3 16,639 5.6 18,297 16.8 12,558 ▲ 28.6

43,209 ▲ 0.8 22,334 ▲ 0.8 4,733 ▲ 29.3 7,134 48.4 655 ▲ 25.8 1,423 ▲ 53.5

19,661 2.1 9,619 16.2 2,117 ▲ 55.3 6,504 52.0 211 67.2 103 ▲ 95.0

11,544 0.5 5,073 3.3 1,083 ▲ 0.9 274 ▲ 36.3 7,756 72.6 2,214 26.9

14,102 23.6 10,429 34.1 1,581 ▲ 6.4 379 91.3 1,386 122.8 3,269 37.8

11,634 93.0 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

1,525 ▲ 63.7 464 ▲ 44.9 0 - 0 - 964 ▲ 51.7 0 -

2,070 1.9 1,834 2.0 18 64.9 1 ▲ 75.0 3 37.6 24 5.6

581 1.3 386 24.9 5 3.0 1 ▲ 98.1 729 ▲ 17.2 159 ▲ 17.3

90,051 ▲ 0.7 39,944 6.0 18,488 10.4 8,850 ▲ 13.9 6,802 0.1 5,470 ▲ 46.4

資料出所：門司税関、長崎税関「貿易統計」
単位：百万円
貿易については、使用可能な最新データを掲載しているが、遡及改訂する場合がある。

北 米 西 欧

アジア 台湾

アジア

平成26年
（2014）

平成25年
（2013）

台湾 西 欧中国 韓国

北 米

北 米

西 欧中国

中国

韓国

アジア 北 米

液 化 天 然 ガ ス

石 炭

半 導 体 等
電 子 部 品

台湾

総 額

アジア平成26年
（2014）

6月

韓国

総 額

電 気 機 器

履 き 物

木 材

そ の 他

平成26年
（2014）

7月

木 材

そ の 他

一 般 機 械

液 化 天 然 ガ ス

石 炭

履 き 物

食料品及び動物

一 般 機 械

電 気 機 器

半 導 体 等
電 子 部 品

食料品及び動物

西 欧中国 韓国 台湾

６ 主要地域別輸入状況（２０１４年７月）

（１）前年同月比

アジア：１７か月連続のプラス

北 米：２か月連続のプラス

西 欧：３か月ぶりのマイナス
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設備投資

（本社ベース） （対前年同期比、％：金額データ）

規　模　別

24.6 67.3 14.2 26.0 14.4 10.5

9.4 0.3 11.3 9.6 20.9 ▲ 22.4

14.5 24.9 12.3 14.9 17.9 ▲ 7.8

※ソフトウェア投資額を含む、土地購入額を除く。

注）調査の概要

　１）調査の目的　我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今後の見通し

        　      に関する基礎資料を得ることを目的として、統計法に基づく一般統計調査として実施。

　２）調査方法　　対象企業に調査票を郵送、またはオンラインにより自計記入を求める方法による。

　３）調査時点　　平成２６年８月１５日

　４）対象期間　　平成２６年度上期は実績見込み、下期及び通期は見通し（又は計画）

　５）対象企業数　北部九州３県（福岡県、佐賀県、長崎県）に所在する資本金、出資金又は基金１千万円以上

　　　　　　　　（ただし、電気・ガス・水道業及び金融業、保険業は資本金1億円以上）の法人。

　　　　　　　　　対象企業：682社（うち、大企業（資本金10億円以上）が143社、中堅企業（１億円以上～

　　　　 　　　 10億円未満）が168社、中小企業（１千万円以上～１億円未満）が371社）。

　 　　 　　      製造業　154社　　非製造業　528社

　６）回答企業数　大企業142社（回収率99.3％）、中堅企業161社（同95.8％）、中小企業307社（同82.7％）

平成26年度通期

法人企業景気予測調査

業　種　別

(平成26年度上期)

(平成26年度下期)

中小企業非製造業 大企業 中堅企業製造業
全産業

１ 『法人企業景気予測調査』（財務省福岡財務支局調査結果）
（１）北部九州地方の平成２６年度設備投資通期見通し

製造業、非製造業ともに前年度を上回ることから、全産業では前年度を
１４.５％上回る見通しとなっている。
規模別にみると、中小企業は前年度を下回るものの、大企業、中堅企業は
前年度を上回る見通しとなっている。

24.6

9.4

14.526.0

9.614.914.4

20.9

17.9

10.5▲ 22.4

▲ 7.8-40.0

-20.00.0

20.0

40.0

(平成26年土期) (平成26年土下期) 平成26年土 期北部九州地方の設備投資額の推移（規模別）

（前年同期比）



設備投資

着工床面積 前年同月比 着工予定額 前年同月比 資料：国土交通省「建築着工統計調査」
７月 235,503 69.4 34,636 73.7 着工床面積単位：㎡
８月 216,210 44.6 31,133 69.1 着工予定額単位：百万円
９月 304,654 30.8 51,346 69.1 ※全建築物計から、居住専用住宅、
10月 215,992 47.0 31,099 29.2 　居住専用準住宅、居住産業併用建築物
11月 273,765 95.0 50,500 182.5 　及び農林水産業用建築物を除いたもの
12月 167,967 ▲ 41.9 41,974 0.3 　である。
１月 142,016 10.5 21,155 15.3
２月 105,243 ▲ 21.3 15,054 ▲ 24.7
３月 121,313 ▲ 31.4 27,221 ▲ 13.4
４月 285,925 111.1 54,223 126.5
５月 87,154 ▲ 67.7 12,481 ▲ 56.5
６月 168,706 22.7 31,864 60.7
７月 151,615 ▲ 35.6 24,782 ▲ 28.5

着工床面積 前年同期比 着工予定額 前年同期比
７～９月 521,491 53.6 68,707 57.3
10～12月 576,484 29.3 83,789 16.7
１～３月 439,095 ▲ 11.1 69,806 ▲ 0.6
４～６月 543,095 27.7 72,460 28.5
７～９月 756,367 45.0 117,115 70.5
10～12月 657,724 14.1 123,572 47.5
１～３月 368,572 ▲ 16.1 63,431 ▲ 9.1
４～６月 541,785 ▲ 0.2 98,568 36.0

着工床面積 前年比 着工予定額 前年比
平成２３年(2011) 1,883,971 13.0 253,451 ▲ 0.5
平成２４年(2012) 2,017,010 7.1 279,122 10.1
平成２５年(2013) 2,396,281 18.8 382,952 37.2

平成２６年
(2014)

平成２５年
(2013)

平成２４年
（2012）

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)

-80.0

-40.0

0.0

40.0

80.0

120.0

160.0

200.0

240.0

平成24年 平成25年 平成26年

増
減
率
（
％
）

建築着工床面積の推移
（前年同月比）

福岡県 全国

２ 建築着工（居住専用住宅等除く）（２０１４年７月）

（１）着工床面積

前年同月比：２か月ぶりのマイナス

（２）着工工事費予定額

前年同月比：２か月ぶりのマイナス
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設備投資

（対前年同期比、％：金額データ）

規　模　別

▲ 1.5 ▲ 13.2 4.5 ▲ 2.0 16.3 ▲ 18.4

32.1 2.5 45.1 41.3 0.9 9.7

16.8 ▲ 5.0 27.0 22.2 8.1 ▲ 5.5

36.5 51.4 30.2 48.2 3.4 18.1

▲ 3.1 9.8 ▲ 7.1 ▲ 4.2 8.8 ▲ 8.7

12.2 28.1 6.6 14.4 6.1 3.8

　注）　1)回答期間5月28日～6月30日

　　　　2)対象企業：九州・沖縄の企業　1,087社

対象 回答 回答率

 製造業 367 366 99.7%

 非製造業 720 714 99.2%

 全産業 1087 1080 99.4%

(平成26年度上期)

(平成26年度下期)

平成26年度通期

平成25年度通期

(平成25年度下期)

中小企業非製造業

(平成25年度上期)

業　種　別

大企業 中堅企業製造業
全産業企業短期経済観測調査

３ 九州・沖縄『企業短期経済観測調査』（日本銀行福岡支店調査結果)(平成２６年６月)

（１）九州・沖縄の平成２６年度設備投資計画

製造業、非製造業ともに前年度を上回ることから、全産業では前年度を

12.2％上回る計画となっている。

規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも前年を上回る計画となっている。

▲ 1.5

32.1

16.8

36.5

▲ 3.1

12.2

▲ 2.0

41.3

22.2

48.2

▲ 4.2

14.416.3

0.9

8.1

3.4

8.8 6.1

▲ 18.4

9.7

▲ 5.5

18.1

▲ 8.7

3.8

-30.0

-20.0
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平成26年度通期

九州・沖縄の設備投資額の推移（規模別）

（前年同期比）

全産業 大企業 中堅企業 中小企業
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設備投資

福岡県の設備投資動向 （単位：％）

平成20年度
実　績

平成21年度
実　績

平成22年度
実　績

平成23年度
実　績

平成24年度
実　績

平成25年度
実　績

平成26年度
計　画

　全 産 業 ▲ 4.1 ▲ 3.2 4.0 ▲ 30.9 ▲ 8.9 5.4 9.8

製 造 業 6.4 ▲ 2.5 ▲ 20.5 ▲ 31.8 ▲ 11.4 ▲ 2.7 24.2

非製造業 ▲ 9.4 ▲ 3.6 13.2 ▲ 30.6 ▲ 8.1 7.7 5.0

（参考）九州の設備投資動向 （単位：％）

平成20年度
実　績

平成21年度
実　績

平成22年度
実　績

平成23年度
実　績

平成24年度
実　績

平成25年度
実　績

平成26年度
計　画

　全 産 業 ▲ 11.4 ▲ 24.7 4.8 ▲ 20.0 ▲ 15.6 19.6 8.7

製 造 業 ▲ 10.3 ▲ 42.6 ▲ 9.8 ▲ 20.5 ▲ 20.3 ▲ 4.9 26.3

非製造業 ▲ 12.2 ▲ 5.3 14.7 ▲ 19.7 ▲ 13.0 31.8 ▲ 2.4

注）調査の概要

　１）調査時点　　　平成26年6月26日現在

　２）対象企業　　　全産業（但し、農業、金融保険業等を除く）に属する原則資本金１億円以上の企業

　　　　　　　　　　回答会社数　522社（九州は979社）

　３）調査方法　　　個別企業に対するアンケート方式

４ 『九州地域設備投資計画調査』（日本政策投資銀行調査結果）

（１）福岡県の平成２６年度設備投資計画
前年度比 9.8％増（製造業２４.２％増、非製造業５．０％増）
製造業が増加に転じ、非製造業も２年連続増加となることから、全体でも２年連続

の増加。
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加
率
（
％
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福岡県の設備投資動向
（前年度比）

全産業 製造業 非製造業
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企業景況

（原数値）　　　 （％ポイント）

４～６月期 ▲ 11.6 ▲ 11.1 ▲ 11.7 ▲ 12.7 ▲ 0.7 ▲ 8.2 ▲ 20.6
７～９月期 ▲ 9.8 ▲ 8.9 ▲ 10.1 ▲ 9.4 ▲ 0.7 ▲ 7.5 ▲ 14.6
10～12月期 ▲ 4.2 ▲ 13.0 ▲ 2.0 ▲ 6.6 ▲ 4.9 ▲ 13.4 ▲ 3.8
１～３月期 ▲ 4.0 ▲ 25.6 1.7 ▲ 3.2 2.8 ▲ 6.3 ▲ 4.5
４～６月期 5.0 16.7 2.3 2.7 1.4 7.7 0.7
７～９月期 7.1 12.6 5.9 4.0 7.9 16.6 ▲ 4.3
10～12月期 9.3 15.9 7.8 9.2 12.1 4.5 10.3
１～３月期 15.6 13.9 16.0 14.6 15.6 16.7 13.2
４～６月期 ▲ 11.5 ▲ 5.3 ▲ 12.9 ▲ 15.8 ▲ 9.8 ▲ 13.7 ▲ 19.6
７～９月期 現状 ▲ 0.7 1.3 ▲ 1.2 0.5 4.9 3.1 ▲ 2.9
10～12月期 4.5 6.7 4.0 5.2 7.7 0.6 6.5

平成27年 １～３月期 0.7 5.3 ▲ 0.3 0.8 7.0 ▲ 5.0 1.0
※ＢＳＩ＝「上昇」－「下降」社数の構成比

注）調査の概要

　１）調査の目的　我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今後の見通し

        　      に関する基礎資料を得ることを目的として、統計法に基づく一般統計調査として実施。

　２）調査方法　　対象企業に調査票を郵送、またはオンラインにより自計記入を求める方法による。

　３）調査時点　　平成２６年８月１５日

　４）対象企業数　北部九州３県（福岡県、佐賀県、長崎県）に所在する資本金１千万円以上（ただし、電気・ガス・

　　　　　　　　水道業及び金融業、保険業は資本金1億円以上）の企業。

　　　　　　　　　対象企業：682社（うち、大企業（資本金10億円以上）が143社、中堅企業（１億円以上～

　　　　 　　　 10億円未満）が168社、中小企業（１千万円以上～１億円未満）が371社。

　 　　 　　      製造業　154社　　非製造業　528社

　５）回収企業数　大企業142社（回収率99.3％）、中堅企業161社（同95.8％）、中小企業307社（同82.7％）

　　　　　　　　　回収企業　610社　《うち福岡県分　403社（製造業　75社　　非製造業　328社）》

景況判断ＢＳＩ（福岡県）

法人企業景気予測調査
業　種　別

製造業 非製造業

景況判断ＢＳＩ（北部九州３県）

全産業
中堅企業 中小企業

規　模　別

大企業

見通し

実績

全産業

平成24年
(2012)

平成25年
(2013)

平成26年
(2014)

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

平成24年 平成25年 平成26年 平成27

年

実績 現状 見通し

福岡県の企業景況判断ＢＳＩの推移（％ポイント）

全産業 製造業 非製造業

１ 『法人企業景気予測調査』（財務省福岡財務支局調査結果）
（１）福岡県の企業景況判断（平成２６年７～９月期）

全産業 ：「下降」超幅が減少している
製造業 ：「上昇」超に転じている

非製造業：「下降」超幅が減少している
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企業景況

前期比（季節調整値）

全産業 製造業 非製造業

平成23年 10～12月期 ▲ 30.9 ▲ 39.7 ▲ 28.7
１～３月期 ▲ 31.4 ▲ 29.1 ▲ 32.6
４～６月期 ▲ 22.3 ▲ 23.6 ▲ 21.9
７～９月期 ▲ 26.2 ▲ 24.6 ▲ 26.1
10～12月期 ▲ 24.7 ▲ 22.3 ▲ 25.3
１～３月期 ▲ 20.3 ▲ 20.0 ▲ 21.0
４～６月期 ▲ 19.0 ▲ 18.1 ▲ 19.1
７～９月期 ▲ 21.7 ▲ 23.9 ▲ 20.6
10～12月期 ▲ 15.3 ▲ 18.9 ▲ 14.3
１～３月期 ▲ 9.8 ▲ 10.4 ▲ 10.5
４～６月期 ▲ 23.8 ▲ 28.4 ▲ 21.5

資料：第136回中小企業景況調査　（2014年4-6月期）結果から、福岡県分を使用

　１）調査時点　　平成26年6月1日

　２）対象期間　　平成26年4-6月期の業況判断

　３）調査対象　　中小企業基本法に定義する、全国の中小企業

結果

平成24年
（2012）

平成25年
(2013)

平成26年
(2014)

２ 『中小企業景況調査』（中小企業基盤整備機構調査結果）
（１）中小企業の業況判断ＤＩ（平成２６年４～６月期）
ア 全産業 ▲２３．８、前期から１４．０ポイント マイナス幅が拡大

イ 製造業 ▲２８．４、前期から１８．０ポイント マイナス幅が拡大
非製造業 ▲２１．５、前期から１１．０ポイント マイナス幅が拡大
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管内中小企業の業況判断ＤＩの推移

全産業 製造業 非製造業
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企業景況

業況判断 売上 採　算 資金繰

４～６月期 ▲ 44.4 ▲ 29.2 ▲ 23.9 ▲ 17.7

７～９月期 ▲ 50.4 ▲ 43.8 ▲ 36.0 ▲ 30.6

10～12月期 ▲ 41.3 ▲ 27.8 ▲ 28.2 ▲ 31.9

１～３月期 ▲ 39.5 ▲ 32.1 ▲ 22.7 ▲ 24.2

４～６月期 ▲ 31.5 ▲ 22.3 ▲ 25.6 ▲ 15.0

７～９月期 ▲ 28.7 ▲ 16.0 ▲ 21.3 ▲ 20.6

10～12月期 ▲ 21.6 ▲ 6.0 ▲ 11.3 ▲ 15.1

１～３月期 ▲ 19.8 ▲ 7.7 ▲ 19.2 ▲ 20.6

４～６月期 ▲ 19.9 ▲ 18.0 ▲ 11.1 ▲ 11.2

７～９月期 見通し ▲ 32.3 ▲ 20.5 ▲ 17.4 ▲ 30.5

注）調査の概要

　１）調査時点　平成26年6月上旬・中旬

　２）調査対象　日本政策金融公庫福岡県内５支店取引先379企業

　３）有効回答数　230企業（有効回答率60.6％）

　　　　製造業（従業員20人未満）19企業、卸売業（同10人未満）21企業、小売業（同10人未満）62企業、

　　　　飲食店・宿泊業（同10人未満）33企業、サービス業（同20人未満）51企業、建設業（同20人未満）38企業、

　　　　その他（同20人未満）6企業

実績

平成２４年
（2012）

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)

３ 『福岡県中小企業動向調査(小企業編)』（日本政策金融公庫福岡支店調査結果）
（１）２６年４～６月期の概況

前期に比べ、業況判断ＤＩは０.１ポイント低下し、売上ＤＩは
１０．３ポイント低下した。

（２）２６年７～９月期の見通し

今期に比べ、業況判断ＤＩは１２．４ポイント低下し、売上ＤＩは
２．５ポイント低下する見通しとなっている。
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小企業の業況判断ＤＩ等の推移
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企業景況

（単位：％）

景況感 売上高 収益 資金繰り

４～６月期 ▲ 6.1 ▲ 4.0 ▲ 8.3 1.9
７～９月期 ▲ 3.0 ▲ 3.9 ▲ 6.0 ▲ 1.2
10～12月期 3.4 6.4 ▲ 3.4 0.6
１～３月期 3.0 1.2 ▲ 5.3 2.6
４～６月期 5.4 8.5 0.0 6.9
７～９月期 13.1 16.9 0.9 2.6
10～12月期 22.7 23.1 12.0 7.3
１～３月期 25.6 32.6 11.0 7.6
４～６月期 ▲ 8.1 ▲ 5.1 ▲ 10.8 4.5
７～９月期 9.3 12.3 ▲ 0.9 2.1
10～12月期 13.8 17.4 5.1 3.6

注）調査の概要

　１）調査対象：株式会社西日本シティ銀行の主要取引先756社（今回の回答社数337社，回答率44.6％）

　　　　地域別回答企業：福岡県277社（構成比82.2％）、福岡県外九州各県60社（同17.8％）

　２）調査方法：アンケート方式

　３）調査時期：平成26年6月１日

　※景況動向はＢＳＩ方式で表示：ＢＳＩとは、「好転・増加・上昇」（前年同期比）の企業割合から

　　　　　　　　　　　　　　　　「悪化・減少・下落」の企業割合を差し引いた指標。

実績

見通し

平成24年
(2012)

平成25年
（2013）

平成26年
(2014)

４ 『九州の経営動向調査』（西日本シティ銀行調査結果）
（１）平成２６年４～６月期の概況（前回調査比）
ア 景 況 感： ３３．７ポイント悪化、「悪化」超に転じた。

イ 売 上 高： ３７．７ポイント悪化、「悪化」超に転じた。
ウ 収 益： ２１．８ポイント悪化、「悪化」超に転じた。
エ 資金繰り： ３．１ポイント悪化、「改善」超幅が縮小した。
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企業景況

　（｢良い｣－｢悪い｣、回答社数構成比％ポイント）

業況判断Ｄ．Ｉ．

規　模　別

９月 ▲ 5 ▲ 9 ▲ 4 ▲ 2 2 ▲ 10

１２月 ▲ 6 ▲ 11 ▲ 4 ▲ 6 ▲ 1 ▲ 10

３月 ▲ 2 ▲ 12 3 ▲ 5 4 ▲ 4

６月 2 ▲ 2 4 2 8 ▲ 1

９月 7 0 11 15 9 4

１２月 11 7 12 20 11 9

３月 18 11 22 28 16 17

６月 最近 9 11 9 13 9 9

９月 予測 9 10 8 21 10 5

　注）　1)回答期間：5月28日～6月30日

　　　　2)対象企業：九州・沖縄の企業　1,087社

対象 回答 回答率

 製造業 367 366 99.7%

 非製造業 720 714 99.2%

 全産業 1,087 1,080 99.4%

業　種　別

製造業

企業短期経済観測調査

実績

平成24年
（2012）

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

中小企業大企業
全産業

中堅企業非製造業
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平成24年 平成25年 平成26年

最近 予測

九州・沖縄の業況判断Ｄ.Ｉ.の推移（規模別）

全産業 大企業

中堅企業 中小企業

５ 九州・沖縄『企業短期経済観測調査』（日本銀行福岡支店調査結果）
（１）九州・沖縄の業況判断（平成２６年６月）

・全産業 ６四半期ぶりに悪化
・製造業 横ばい
・非製造業 ７四半期ぶりに悪化
・規模別では、大企業、中堅企業、中小企業すべて悪化
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企業収益

経常利益（九州・沖縄） 前年度比 ％

全産業 製造業 非製造業

平成22年度(2010) 24.6 40.7 15.0

平成23年度(2011) ▲ 53.9 ▲ 0.9 ▲ 91.6

平成24年度(2012) ▲ 52.8 ▲ 6.2 欠損

(除　電力・ガス） ▲ 1.9 - 1.9

平成25年度(2013) 304.5 25.3 利益

(除　電力・ガス） 21.1 - 17.8

平成26年度(2014) ▲ 10.6 ▲ 10.7 ▲ 10.3

(除　電力・ガス） ▲ 8.1 - ▲ 5.8

　注）　1)回答期間：5月28日～6月30日
　　　　2)対象企業：九州・沖縄の企業　1,087社

対象 回答 回答率

 製造業 367 366 99.7%

 非製造業 720 714 99.2%

 全産業 1,087 1,080 99.4%

１ 九州・沖縄『企業短期経済観測調査』（日本銀行 福岡支店調査結果）（平成２６年６月）

（１）経常利益（九州・沖縄）

２５年度経常利益は、前年度比３０４.５％増
２６年度経常利益(計画)は、前年度比１０.６％減
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度（計画）

％
経常利益の推移（九州・沖縄）

全産業 製造業 非製造業

(前年度比）

- 28 -



企業倒産

倒産件数 前年同月比 前年同月差 倒産件数 前年同期比 前年同期差

８月 19 ▲ 42.4 ▲ 14 ７～９月 99 ▲ 8.3 ▲ 9

９月 36 28.6 8 10～12月 92 ▲ 4.2 ▲ 4

10月 40 ▲ 9.1 ▲ 4 １～３月 82 ▲ 18.8 ▲ 19

11月 33 13.8 4 ４～６月 97 9.0 8

12月 20 5.3 1 ７～９月 79 ▲ 20.2 ▲ 20

１月 25 0.0 0 10～12月 93 1.1 1

２月 20 ▲ 28.6 ▲ 8 １～３月 69 ▲ 15.9 ▲ 13

３月 24 ▲ 17.2 ▲ 5 ４～６月 104 7.2 7

４月 40 37.9 11

５月 33 ▲ 10.8 ▲ 4 企業倒産 前年比 前年差

６月 31 0.0 0 平成２３年(2011) 390 4.0 15

７月 23 ▲ 4.2 ▲ 1 平成２４年(2012) 381 ▲ 2.3 ▲ 9

８月 20 5.3 1 平成２５年(2013) 351 ▲ 7.9 ▲ 30

資料出所：東京商工リサーチ「九州・沖縄地区企業整理倒産状況（負債1,000万円以上）」

平成２４年
(2012)

平成２５年
(2013)

平成２６年
（2014）

平成２５年
(2013)

平成２６年
(2014)

１ 倒産件数（２０１４年８月）

（１）前年同月比：２か月ぶりのプラス
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企業倒産

倒産負債額 前年同月比 倒産負債額 前年同期比

８月 1,186 ▲ 59.1 ７～９月 11,233 ▲ 29.0

９月 3,337 ▲ 30.5 10